
在外事務所の専任ポストを増強

JICAはダッカ襲撃テロ事件
（以下、「ダッカ事案」）以降、
外務省をはじめとする関係機関と
連携して、安全管理体制を抜本的
に強化してきた。現在、安全管理
においてJICAが依拠している文
書は、国際協力事業安全対策会議
において取りまとめた最終報告と、
17年11月に北岡伸一理事長名で
公表した安全対策宣言がある。
　国際協力事業安全対策会議は、
ダッカ事案直後に立ち上げられ、
16年８月30日付で最終報告が公
表されている。同報告の重要なポ
イントは、より広範な関係者に対
して、可能な限りの支援を行き渡
らせる精神だ。これまでは海外協
力隊や専門家、コンサルタントと
いったJICAと直接契約関係にあ
る者に対して安全対策を実施して
いたが、資金協力本体事業の受注
企業はもとよりJICA事業と直接
契約関係のないODA事業に従事
する企業や団体なども広く包含す
る概念として「国際協力事業関係
者」を定義し、外務省とJICAの
それぞれが持てるアセットを総動
員して、可能な限り安全対策の対

象とすることとした。
　このほか、最終報告に基づいて
実施したJICAの特徴的な施策と
しては、組織体制の強化がある。
16年10月に総務部安全管理室を
安全管理部に昇格させ、人数も増
強するとともに、役員級の安全対
策専任を指名した。同部は脅威情
報の収集や分析、渡航の安全性の
見極め、リスク低減策の実施や注
意喚起、危機発生後の対応などを
指揮し、関係者を安全に渡航させ
る役割を担っている。
　対外的には関係者が渡航する国
や地域に関するJICAとしての安
全対策措置（新型コロナウイルス
対策を含む）をJICAの安全対策
専用ページで発信しているほか、
渡航者や企業、団体の安全管理担
当者向けの研修、襲撃などを想定
した実技訓練も提供している。
　また、治安リスクの高い６カ国
の海外拠点に設置していた安全対
策の専任ポストを35カ国にまで
増やした。安全対策専任者は他ド
ナーや各国大使館、治安当局など
からの情報収集や、関係者に対す
るブリーフィングや一斉メールな
どを通じた安全対策の実施を担っ
ている。加えて、ほとんどの海外

拠点にローカルの安全対策アドバ
イザーも配置している。

第三国からの技術者も支援

JICAとして、安全管理に取り
組む上で“チャレンジ”と感じる
部分もある。一つ目はODAに関
わる関係者が多様である点だ。資
金協力本体事業の受注企業は
JICAとの契約関係になく、また
第三国技術者を招聘しているケー
スも多い。治安や感染症のリスク
が高まり、邦人事業関係者の帰国
を促す場面では、「第三国技術者
の出国を優先したい」といった声
が挙がり、外務省のサポートも得
つつ第三国技術者の出国支援を行
った例もある。このように安全対
策上の指揮命令関係にない広義の
「国際協力事業関係者」に対して
も可能な限りの支援を柔軟に行っ
ていくことが、ダッカ事案後の
JICAとしての役割のひとつであ
り、また結果的にODAの実施基
盤をより強固なものにすることに
もつながると考えている。
二つ目はJICA事業関係者に対

して、持続的かつ効果的に注意喚
起を続け、行動変容を促す必要が
ある点だ。注意喚起をしても、関
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一時帰国の９人も現地へ再派遣

　国立国際医療研究センター
（NCGM）国際医療協力局は人
材を海外に派遣している。派遣先
の国々で、昨年来の新型コロナウ
イルスの感染拡大にどう対応する
か、考え、事業継続計画を立てて
きた。
　特に国際協力機構（JICA）や世
界保健機関（WHO）への派遣が
多く、協議の上、テレワークの推
進や、セミナーなど対面のイベン
トのオンラインへの切り替えに努
めている。
　派遣者がコロナに感染した場合、
JICAのガイドラインに基づき、
速やかに受診するほか、現地のプ
ロトコールに従って対処する。ま
た、昨年は11人の在外勤務者のう
ち、ミャンマー、カンボジア、ラオ
ス、コンゴ民主共和国、セネガル
の５カ国にいた９人が退避し、一
時帰国した。モンゴル、フィリピ
ンからは帰国せず、現地に残った。
これに際し、在外勤務者と本部
との間で連絡しながら、各国の状
況について把握に努め、国ごとに
日本の外務省の危険度判断はどう
か、その国からの入国者に対する
検疫方針はどうか、さらに緊急搬
送システムの状況、JICAの方針
などを情報収集して、帰国の最終
判断をした。

　退避の判断基準は５つ。①職員
の安全が確保できるか、コロナ禍
による健康被害の可能性や政情不
安や治安悪化も考慮する、②適切
な信頼できる医療にかかれるか、
③外出禁止など発令されていなく
とも生活できるのか、食料や水を
確保できるのか、④仕事が継続で
きるのか、⑤万一の場合、安全に
国外退去できるのか、日本などへ
のフライトに乗れるのか、といっ
た点だ。今回は９人が無事に退避
でき、すでに現地情勢を判断しな
がら、全員が再派遣された。
JICA自身がこれらの国々への再
派遣を判断した。
　NCGMのパンデミック対応策
は、2009年の新型インフルエン
ザの時に原型ができた。空港の検
疫所から声がかかり、空港の検査
で陽性だった患者の隔離施設を市
川市内に作った。収容者は体調を
自分で測って記録し、アプリで入
力した情報を毎日見て、必要に応
じて電話で診察した上で医療施設
へ紹介した。今回もパンデミック
対応に駆り出されたが、それも事
業継続計画の一部だ。

オンライン研修で参加者７倍増

　パンデミックは感染症が違えば、
様相が違う。だが、基本的にソー
シャルディスタンスやテレワーク、
時差通勤などは共通する。事業継

続計画のひな型を持ちながら、柔
軟に対応していけばいいと思う。
途上国の人材育成などの支援には、
感染症を含めた知見がさらに必要
とされる。NCGMでは国際医療
協力局だけでなく、病院の知見も
今後一層、国際協力の源泉になっ
ていく。
モンゴルでは医師と看護師の卒
後教育プロジェクトの研修をして
いるが、コロナの医療指針や院内
感染管理に研修の実施をモンゴル
政府から要請された。JICAから
も追加予算がつき、病院の医師に
オンラインで研修してもらうこと
になった。
オンライン研修や、スマートフ
ォンのアプリの応用などデジタル
化はますます重要になってくる。
モンゴルの場合、過去の対面研修
では参加者は多くて100人程度だ
が、オンラインによるコロナ対策
の研修では、参加者はモンゴル全
国に広がり、多い時は700人もい
る。デジタル化の利点を大いに感
じている。
　その一方、国際医療協力には繊
細な業務が必要であり、専門家派
遣をやめることは難しい。対面が
できなくとも、やはり派遣先の国
の現場にいて対応するのが重要だ。
対面とオンラインのベストミック
スを探り続けることが必要だと思
う。

国立国際医療研究センター （NCGM）
国際医療協力局
人材開発部部長／研修課課長 村上 仁氏オンラインと対面のベストミックス探る

感染症対策の教訓生かし
事業を継続

総力を挙げて、“危機”に対応
国際協力機構（JICA）は政府開発援助（ODA）の実施の中で数々の“危機”に直面しつつも、総力を挙げて乗り越え、
危機管理体制の強化に努めてきた。ここでは、2016年ダッカ襲撃テロ事件や07年ベトナム／カントー橋崩落事故を受け
たJICAの対応、そして新興感染症をはじめとする疾病からJICA関係者をどう守るかについて、JICA職員に当時を振
り返りつつ語ってもらった。（聞き手：本誌編集部・福島 勁太郎）


